
９ 申告書の記入例

ア）償却資産申告書（償却資産課税台帳）第２６号様式

令和 年度

千 円 千 円 千 円 千 円

1 3 0 0 0 0 0 7 0 4 0 0 0 0 8 3 4 0 0 0 0

3 0 0 0 0 0 0 2 5 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 1 6 0 0 0 0 0

2 9 0 0 0 0 0 1 6 0 0 0 0 0 1 6 2 0 0 0 0 2 9 2 0 0 0 0

7 2 0 0 0 0 0 4 1 0 0 0 0 0 9 7 6 0 0 0 0 1 2 8 6 0 0 0 0

千 円 千 円 千 円

5
車 両 及 び
運 搬 具

6
工 具 ， 器 具
及 び 備 品

3 船 舶

4 航 空 機

十億 百万

2
機 械 及 び
装 置

1 構 築 物

課 税 標 準 額
※

7 合 計

6
工 具 ， 器 具

及 び 備 品

十億 百万 十億 百万

（ホ） （ヘ） （ト）

百万 十億 百万

2
機 械 及 び
装 置

5
車 両 及 び
運 搬 具

3 船 舶

4 航 空 機

7 合 計

資産の種類 評 価 額
※

決 定 価 格

資産の種類
取 得 価 額

前 年 前 に 取 得 し た も の （イ） 前 年 中 に 減 少 し た も の

1 構 築 物
十億 百万 十億

（ロ） 前 年 中 に 取 得 し た も の （ハ） 計（（イ）－（ロ）＋（ハ）） （ニ）
百万 十億

2 氏　　名

法人にあって

はその名称及

び代表者の氏

名を必ず記入

してください。 （屋号　　　　お食事の店　あさっぴー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

所

有

者

旭川市東光○条□丁目○番△号1 住　　所

又は納税通
知書送達先

（フリガナ）

電話（0166）○○－△△△△

旭川　寛太郎

8
令和　　　　年　　　　月　　　　日

償却資産申告書（償却資産課税台帳）

　　アサヒカワ　カンタロウ

受付印

資産所有者の住所（又は納税通知書

送達先）を記載してください。

資産所有者の氏名（法人にあっては法人

名及び代表者の氏名）を記載してください。

（注：フリガナが印字されていますが、

必ず氏名を記載してください。）

申告用紙は複写になっていて、一枚目は提出用、

二枚目は控え用です。

郵送による提出で控え用に受付印が必要な場合は、

必ず返信用封筒（郵便切手を貼付したもの）を同封

してください。



－

電話（0166）○○－△△△△

電話（0166）ＸＸ－ＸＸＸＸ
旭川市内における事業所等資産の所在地 17

１．　昨年中の資産の増加、減少なし
２．　昨年中の資産の増加、減少あり
３．　営業しているが、該当資産なし
４．　廃業　・　解散　・　転出等（　　　　年　　　月）

☆※リース　株式会社

令和７年○月△日　事業主　旭川　寛一の死亡により事業承継

事業所用家屋の所有区分

① 旭川市　東光○条□丁目○番△号 自己所有　　・　　借家

② 旭川市　○条通□丁目右△号 自己所有　　・　　借家

③ 旭川市 自己所有　　・　　借家

自己所有　　・　　借家

18 備　考　（添付書類等）

旭 川 市

16

　

該当する番号いずれかを○で囲んでください。

借用資産（ 有 ・ 無 ）
貸  主  の  名  称  等

　　（事業承継人）　　　旭川　寛太郎

税理士等の氏名

④ 旭川市

15

税理士　東光　次郎

13
税 務 会 計 上 の

償 却 方 法
定率法・定額法

14 青 色 申 告 有 ・ 無７

５ 事業開始年月 平成１０

６
この申告に応答さ

れる者の係及び氏
名

旭川　一太郎

３
個人番号又
は法人番号

８ 短 縮 耐 用 年 数の承認 有 ・ 無

９ 増 加 償 却 の 届 出 有 ・ 無

４
事業種目 飲食店

7 8 9 0 1 2

第
二

十

六
号

様
式

（
提
出

用

）

1 2 3 4 5 6

10 非 課 税 該 当 資 産 有 ・ 無

９５ １２３４５

所有者コード １２３４５６７８９

（資本金等の額）

（ １ ０ 百 万 円 ）
11 課 税 標 準 の 特 例 有 ・ 無

年 3 月 12
特 別 償 却 又 は
圧 縮 記 帳

有 ・ 無

００

【３ 個人番号又は法人番号】

資産所有者の個人番号（マイ

ナンバー、法人にあっては法人

番号）を記載してください。

（注：個人番号は左側を１文字空

けて記載してください。）

【所有者コード】

自社電算申告により申告さ

れる方は、この所有者コード

を記載してください。

【１8 備考】

この申告に必要な事項及び償却資

産の評価について参考になるべき事

項を記載してください。

※合併、相続等により所有者の住

所・氏名に異動があった場合。

（記載例１）

令和７年○月×日 商号変更

（旧） ㈱旭川○○組

（新） ㈱旭川○○建設

（記載例２）

令和７年△月□日 事業主の死亡に

より長男が事業承継。

（事業承継人） ○川 ○太郎

※該当する項目に○をつけてくだ

さい。

特に昨年度の申告と比べ資産

の増減がない場合、初めての申

告で該当する資産がない場合は

必ず記載してください。



イ）種類別明細書（増加資産・全資産用）第２６号様式 別表第１

3
4
5

6 8 4 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0

6 0 0 0 0 0

7 0 0 0 0 0

2 0 5 0 0 0

4 1 5 0 0 0

3 0 0 0 0 0

9 7 6 0 0 0 0

）古

ル

庫

ス

テ

・

中

ブ

子

（

ー

椅

蔵

ー

ド

ル

機

機

冷

ケ

ル

ブ

挽

製

冷

ネ

コ

テ

肉

麺

凍

タ

ー

ー

内部造作（借店舗 ）

１ ２ ００３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

物置（○○社製 １．５

５ ７ ２

坪 ）

１

１

１

１

１

１

１

１

２

２

５ ７ ２

４

４

１９

１９

１０

１０

19

20

１

資 産 の 名 称 等

09

10

６

６

５

５

７

７

６

６

07

08

05

06

６

６

５

５

７

７

６

６

03

04

02

01
十億

年
号

年 月 取 得 価 額

（イ）

１
平成
令和

行
番
号

資
産
の
種
類

資産
コード

数
量

取得年月

構

築

物

機

械

及

び

装

置

船

舶

航

空

機

車

両

及

び

運

搬

具

工

具

、
器

具

及

び

備

品

申告 所有者コード 枝番
3 4 5 6 年 号

注意「増加事由」の欄は、１新品取得、２中古品取得、３移動による受け入れ、４その他

昭和

令和 年度 種類別明細書（増加資産・

資

産

の

種

類

1 2

8

百万 千 円

小 計

１

【資産の種類】

１ 構築物

２ 機械及び装置

３ 船舶

４ 航空機
５ 車両及び運搬具

６ 工具、器具及び備品

【資産の名称等】

資産の名称等を

漢字、カタカナ、英

数字等で２０文字以

内に要約して記載し

てください。

大型特殊自動車に

ついては、形式また

は車両番号も並記し

てください。

【取得年月】

資産を実際に取得した年月を記載してください。

年号欄には「３ 昭和」 「４ 平成」 「５ 令和」の数字

を使用してください。

【取得価額】

資産を取得するために直接支出した金額の

ほか、当該資産を事業の用に供するために要し

た費用（手数料、関税、据付手数料等）も含ま

れます。

消費税の扱いは、所得税・法人税に準じます。



所 有 者 名

全資産用）

旭川　寛太郎

９５

十億

枚のうち

枚　　目

増
加
事
由

減

価

残

存

率

価 額 課 税 標 準 額特

例

非

課

税

耐
用
年
数

（ロ） （ハ） ※課税標準

額の特例及

び非課税

※

１・２

０． ３・４
１・２

０． ３・４

円

１・２

０． ３・４

１・２

０． ３・４

百万 千 円 十億 百万 千

１・２

０． ３・４
１・２

０． ３・４

１・２

０． ３・４
１・２

０． ３・４

１・２

０． ３・４
１・２

０． ３・４

旭 川 市

第
二
十
六
号
様
式
別
表
一

（
提
出
用

）

１・２

０． ３・４
１・２

０． ３・４

１２３４５

1

1

２０

１０

８

８

２

６

６

６

摘 要

のいずれかに○印をつけてください。

４年間使用

申告もれ分
改正前９年
R7年4月○○市より

移動。改正前９年

[注１] 前年度（令和７年度）以前に申告済みの方で、増加した資産がある場合は

その増加資産について記載してください。

また、本年度（令和８年度）初めて申告される方は、令和８年１月１日現在所有す

る全ての資産について記載してください。

[注２] 省令改正により耐用年数を変更した資産を所有している場合で、申告もれ

又は市外からの移動があったときは、本ページを参照して記載してください。

【申告もれの資産があった場合】

（行番号０４）

（例）挽肉機

・平成１９年１０月取得

・取得価額 ５００，０００円

・耐用年数 省令改正前 ９年

改正後 ８年

⇓

・『耐用年数』欄には省令改正後

の耐用年数「８年」を記載する。

・『摘要』欄には、「申告もれ」であ

ること、（省令）改正前の耐用年

数「前９年」を記載する。

【市外からの移動の場合】

（行番号０５）

（例）製麺機

・平成１９年１０月取得

・取得価額 ６００，０００円

・耐用年数 省令改正前 ９年

改正後 ８年

⇓

・『耐用年数』欄には省令改正後

の耐用年数「８年」を記載する。

・『摘要』欄には、「市外からの移

動」であること、（省令）改正前の

耐用年数「前９年」を記載する。

【増加事由】

増加事由欄の該当する数字に

○を付けてください。

「１」新品取得

「２」中古品取得

「３」移動による受け入れ

「４」その他

【耐用年数】

減価償却資産の耐用年数等に関する省令別表第１

から別表第６まで（別表第３及び第４を除く。）に掲げる

耐用年数を記載してください。

なお、中古資産について見積耐用年数によっている

場合は、その耐用年数を、国税局長の承認を得て短

縮耐用年数によっている場合はその耐用年数を記載

してください。



ウ）種類別明細書（減少資産用）第２６号様式 別表第２

１．構築物　２．機械及び装置　３．船舶

減少した資産の行番号を

２

２

６

６

６

１９

０８

０９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

０４

０５

１

１

２

００００１

００００２

００００１

０７

０６

行番号
資産の
種 類

資産コード 資 産 等 の

０１

０２

００００３

０３

申告 所有者コード 枝番

０・４ １２３４５６７８９ ００

６

看板

駐車場舗装

＊＊　資産の種類　１

プレハブ冷蔵庫

挽肉機

製麺機

＊＊　資産の種類　２

応接セット

エアコン

複写機

００００２

００００３

００００４

００００２

００００１

＊＊　償却資産

パソコン

＊＊　資産の種類　６

【耐用年数の改正で耐用年数を変更する場合】

（行番号０７）

省令改正において耐用年数の変更があった資産を所有している場合で、

令和７年度以前の償却資産申告において未だ耐用年数を修正していないと

きは、変更後の耐用年数に修正してください。

（例）製麺機

耐用年数 省令改正前 ： ９年 、 省令改正後 ： ８年

⇓

・該当する耐用年数を二重線で抹消し、改正後の耐用年数を記載する。

・摘要欄に「（省令）改正による」のように記載する。

【① 資産の全部が減少した場合】

（行番号 ０５、０６、１０、１２）

（例）応接セット一式（取得価額 ５００，０００円）を株式会社○○に売却した。⇓
・該当する「行番号」を○で囲む。

・「減少の事由」は「１ 売却」、「減少区分」は「１ 全部」を○で囲む。

・摘要欄に「(株)○○に売却済」のように記載する。

【② 資産の一部のみが減少した場合】

（行番号１３）

（例）パソコン５台（一台あたりの取得価額３００，０００円）のうち２台を廃棄した。⇓
・該当する資産の「数量」、「取得価額」を二重線で抹消する。

・それぞれの上部に、減少した数量および価額を記載してください。（要注意）

・取得価額の残額を「一部減のときの残額」欄に記載してください。

・「減少の事由」は「２ 滅失」、「減少区分」は「２ 一部」を○で囲む。

・摘要欄には「５台のうち２台廃棄」のように具体的に記載する。



―

3 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0

1 3 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0
8

5 0 0 0 0 0 9

3 0 0 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0
6 0 0 0 0 0 9 0 0 0 0 0

1 5 0 0 0 0 0

2 9 0 0 0 0 0

7 2 0 0 0 0 0

(株)○○に売却済

５台のうち
２台廃棄

１ ・２ ・３ ・４

１・２

１・２

１・２

１・２

１・２

１・２

１・２

１・２

１・２

１ ・２ ・３ ・４

１ ・２ ・３ ・４

１ ・２ ・３ ・４

１・２

１・２

１・２

１・２

１・２

○○市に移動

△△(株)に売却済

省令改正による

１ ・２ ・３ ・４

１ ・２ ・３ ・４

種 類 別 明 細 書 （ 減 少 資 産 用 ）

一 部 減 の と き の
残 額

２一部

数　量

百万

摘 要

１・２

１・２

１・２

１・２

４．航空機　５．車両及び運搬具　６．工具、器具及び備品

旭川　寛太郎

千 円

２滅失 １全部

３移動 ４その他

１ ・２ ・３ ・４

１ ・２ ・３ ・４

１ ・２ ・３ ・４

１ ・２ ・３ ・４

１ ・２ ・３ ・４

１ ・２ ・３ ・４

１ ・２ ・３ ・４

１ ・２ ・３ ・４

取得年月

取 得 価 額
耐用
年数

減少の事由及び区分

１ ・２ ・３ ・４

１ ・２ ・３ ・４

１ ・２ ・３ ・４

１ ・２ ・３ ・４

１ ・２ ・３ ・４ １・２
十億

名 称 等

十億 百万 千 円

年
号

年 月
１売却

５

10

枚 の う ち

枚 目

○で囲んでください。

提 出 用

1

1

95 12345
令和 年度8 所 有 者 名

1 Ｈ

Ｈ1

Ｈ

１９

１９

１９

*

1

1

1

３

４

５

*

合計　＊＊

合計　＊＊

合計　＊＊

合計　＊＊

1

1

1

*

１０

１０

１

３１

３０

２７

Ｈ

Ｈ

Ｈ

2
5

*

１０

６

４

９

Ｈ

Ｈ

Ｒ

３

8

6

5

4

10

*

8

8

【摘要欄】

資産の移動先の市町

村名、売却先等を記載

してください。

[注] 省令改正により耐用年数を変更した資産を所有している場合で、令和７年度以

前の申告において耐用年数を修正されていないときは、本ページの記載例を参照して

修正してください。

【一部減少のときの残額】

減少後の残額を記載してくださ

い。

（この場合は残った３台分の価額）

【一部減少した分の価額】

減少した分の価額を記載してく

ださい。

（この場合は減った２台分の価額）


